
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

２２６０４

基盤研究(C)（一般）

2015～2013

地域・職場のワーク・ライフ・バランスと家族形成・パートナー関係

Regional and workplace work-life balance policies and marriage, fertility, and 
partner relationship

４０４５１８７７研究者番号：

不破　麻紀子（Fuwa, Makiko）

首都大学東京・人文科学研究科（研究院）・准教授

研究期間：

２５３８０６５８

平成 年 月 日現在２８   ６ １０

円     1,900,000

研究成果の概要（和文）：本研究は，東京大学社会科学研究所が2007年より毎年実施しているパネル調査「働き方とラ
イフスタイルに関する全国調査」を用いて，現代日本における地域・職場のWLB環境の現状と変化を検討し，さらにこ
れら要因が結婚･出生・パートナー関係に及ぼす影響の分析を行った．結果からは，職場のWLB環境は，既婚男性の家事
・家庭参加に正の効果をもつものの，既婚女性に対しては，家事負担を増加させる可能性が示されたほか，地域の公的
保育施設の充実は女性の家事負担と関連を持たないことが明らかになった．また，WLB環境と女性の結婚・出産意欲と
の関連も職種によって異なることが示された．

研究成果の概要（英文）：Utilizing the Japanese Life Course Panel Survey (JLPS) data, this study examines 
(1) the states and changes in work-life balance (WLB) policies in Japanese companies and (2) the 
association between WLB policies and marital and fertility aspirations as well as their effects on the 
division of housework between spouses. The results suggest that WLB policies increase interactions 
between married men and their spouses and housework. However, WLB policies also increase married women’s 
share of housework. Further, the availability of public childcare services does not have significant 
effect on the negotiation between the spouses within the household. In addition, the effect of WLB 
policies on women’s marital and fertility aspiration differs by occupation.

研究分野：社会学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 近年，男女共同参画の中心的な施策に一つ
としてワーク・ライフ・バランス（以下，WLB）
環境の整備があげられているが，恒常的な長
時間労働や根強いＭ字型就業パターン，男性
の家事育児参加の伸び悩みなど，仕事と家庭
責任の両立が難しい状況が続いている．たと
えば，1986 年に約 95％だった共働きの世帯
（子どもあり）の妻の負担率は，20 年後の
2006 年時点でも約 90％とほとんど変化が見
られていない (総務省統計局 2012)．また，女
性のM字型就業パターンは欧米のほとんどの
国では消失したのに対し，日本ではいまだに
残っている．既婚女性の家事負担も欧米諸国
に比べ非常に重くなっており，継続的な就業
を妨げている．一方で日本では，欧米諸国に
比べ，労働時間が極端に長く，スウェーデン
（ストックホルム）では男性の平均帰宅時間
が午後 5時 11分なのに対し，日本(東京)では
午後 8 時 49 分と，3 時間 30 分以上遅い．保
育施設への待機児童数も高止まりしており，
保育所に入所を希望しているにもかかわらず
入所できない待機児童数は 2012年時点で，お
よそ 25,000人に達した．すなわち，結婚や子
どもの出生が女性の継続的な就業を抑制し，
家庭責任を一身に背負わなければならない一
方で，長時間労働の常態化など，仕事中心の
生活様式が男性の家事育児参加への阻害要因
となる状態が続いている．先行研究では，こ
のような WLB の欠如が女性の継続的な就業
を妨げ，未婚化や少子化（ Tsuya and 
Mason1999; 山口，2005）および既婚女性の家
事負担の大きさ（Fuwa and Cohen 2007）につ
ながっていることが指摘されている．ただし，
日本においても女性の就業パターンには，地
域差があるほか（安部・近藤・森 2008），男
女均等・WLBにかかわる取り組みにも企業に
より違いがみられる（川口 2008）． 
そこで近年，日本国内における WLB 環境
の地域や職場における差と結婚・出産やパー
トナー関係の関連を分析する研究が着目され
ている．先行研究では，男女均等政策やWLB
環境が家事分担交渉に影響することが指摘さ
れてきた(Fuwa and Cohen 2007;不破 2012b)．
しかし，国内の家事労働研究では，地域の
WLB 環境の充実度や職場における就業環境
を考慮した分析は数少ない．また，職場や地
域の WLB 環境が，女性の就業のみならず結
婚・出生行動に影響を及ぼすことなどが示唆
されているが（e.g., 宇南山 2009；不破 2012a），
WLB環境が未婚者の結婚意欲や意識，ライフ
イベントに関する見通しにどのような影響を
与えるかについては，十分に検討されていな
い． 
  
２．研究の目的 

 以上から，大規模かつ代表性を持つデータ
を用いて，個人の変化を追跡しつつ，地域や
職場の WLB 環境の効果を分析することが喫
緊の課題となってきた．本研究では大規模パ
ネルデータの特長を活かして，地域や職場環
境・個人・時点の要因の関連を検討すること
により，地域･職場のWLB環境とパートナー
関係の関連の実態およびその変化を分析する
ほか，職場の WLB 環境と未婚者の結婚や出
産に関する意識・見通しとの関連も検討する． 
本研究は，労働社会学，家族社会学，社会
政策論による理論・実証研究を基に，地域や
職場の男女均等・WLB環境データを包括的に
個人の意識・パートナー間の相互行為・交渉
分析に取り入れ，個人の結婚・出産に関する
意識や見通し，パートナー関係との関係を探
ることにより，理論的・政策的発展に寄与す
ることを目的とする．具体的には，東京大学
社会科学研究所が 2007 年から実施している
働き方とライフスタイルの変化に関する全国
調査（以下，社研パネルデータ）を用いて（１）
個人の職場環境（仕事と家庭の調和，仕事に
おける裁量度，帰宅時間，労働時間等）の変
化と家事分担の因果関係の分析，（２）都道府
県の男女均等・WLB 環境（保育所の充実度，
女性就労率，男女賃金格差，産業構造，性別
分業に関する社会通念等）と家事分担の関連
の分析，（３）職場のWLB環境がもたらす結
婚・出生に対する意欲や見通しにどのように
関与しているのか，相互関連のメカニズムを
検討した． 
本研究では，まず，パートナー間の家事分
担，家庭参加，結婚（および生活・仕事）満
足度の現状とその変容を分析した．続いて，
これらが職場の WLB 環境がどのように関わ
っているか検討を行った．さらに，職場にお
けるWLB環境と未婚女性の結婚・出産意欲，
結婚や出産に関する将来の見通しとの関連に
ついて分析した．また，都道府県ごとの育児
支援等 WLB 環境や男女均等度（保育施設の
充実，女性管理職・専門職率，男女賃金格差）
とパートナー関係の関連を探った．  
 
３．研究の方法 
本研究では，社研パネル調査の Wave1, 

Wave3, Wave5, Wave7（2007，2009，2011，2013）
を用いて，地域の男女均等度・WLB環境や職
場の WLB 施策が女性の結婚や出産に関する
意欲・見通しおよび配偶者間の相互行為・家
事分担にどのように関与しているか分析した．
サンプルは，Wave1の時点で 20歳から 40歳
であった男女 4800名である．パートナー関係
に関する分析ではWave 1からWave7，結婚・
出産に関する意識・見通しの分析では，Wave1
データを用いた． 
 被説明変数①：既婚者のパートナー関係の



分析では，被説明変数は，2007 年から 2013
年の配偶者間の家事分担比率（回答者の負担
率が高い場合にプラスの値を取るようにコー
ディングした），週当りの配偶者との会話頻度，
配偶者との食事頻度（以下，共食頻度），結婚
満足度，生活満足度と仕事満足度である．こ
れらの変数から WLB 変数と男性の家事・家
庭参加との関係を探る．会話頻度と共食頻度
に関しては，それぞれ，「毎日」に 7，「週に 5
～6日」に 5.5，「週に 3～4日」に 3.5，「週に
1～2 日」に 1.5，「月に 1～3 日」に 0.5，「ほ
とんどしない」に 0 を当てはめた．満足度に
関する変数の選択肢は「満足している(1 点)」
「どちらかといえば満足している(2 点)」「ど
ちらともいえない(3 点)」「どちらかといえば
不満である(4点)」「不満である(5点)」である
が，分析では満足度が高いと得点が高くなる
ようにコーディングした． 
 被説明変数②：結婚・出産に関する意欲・
見通しの分析では，被説明変数として結婚意
欲・出生意欲・希望結婚年齢・希望出生年齢
を用いた．結婚意欲（3=ぜひ結婚（出産）し
たい・できれば結婚（出産）したい，2=して
もしなくても，1=考えていない，したくない）
の順序変数，結婚希望年齢変数（学校を卒業
してから希望する結婚までの年数），出産希望
年齢（学校を卒業してから希望する出産まで
の年数）をそれぞれ用いている． 
 説明変数 
 パートナー関係に関する分析の説明変数は
地域変数，職場変数と個人・時点の 3 種類に
分けられる．地域変数（都道府県レベル）と
して，男女均等度及び WLB 環境データ：保
育所利用率，女性管理職・専門職率，男女賃
金格差を用いた．職場の WLB 環境変数とし
て，以下の変数を用いた．2007 年から 2013
年（Wave1，Wave3，Wave5，Wave7）の就業
環境（①「子育て･家事･勉強など自分の生活
の必要性に合わせて，時間を短くしたり休み
を取るなど，仕事を調整しやすい職場である
（以下，「WLB がとれる」），②「仕事のやり
方を自分で決めたり変えたりできる（以下，
｢仕事のやり方｣）」度合い，③「仕事のペース
を自分で決めたり変えたりできる（以下，｢仕
事のペース」）の変化である（それぞれ，「か
なりあてはまる」＝４～「あてはまらない」
＝１を当てはめた）．さらに④午後 7時までに
帰宅できているかどうか（基礎分析の結果か
ら，女性サンプルでは「午後 6 時まで」を 1
とした）に加え，WLB施策の導入は大企業を
中心に進んでいることから⑤企業規模（従業
員数 300 人以上または官公庁＝１）の違いに
よる効果も検討した（男性サンプルのみ）． 
 未婚女性を対象とした結婚・出産に関する
分析では，パートナー関係に関する分析で用
いた職場の就業環境変数のWave1時点の値を

用いて，WLB 環境の影響を分析した．また，
人的資本を説明変数として分析を行い，大学
卒業以上ダミー（大卒・大学院卒＝１），専門
職ダミー，年収中央値以上ダミー（200 万円
以上)等の指標を用いた．このほか，分析モデ
ルには先行研究で関連が指摘されている年齢
や就業状況等の変数を統制変数として投入し
た． 
 分析手法 
 結婚・出産意欲やライフプランの分析では，
部分比例オッズモデル及びサンプルの一部し
か回答していないデータを用いることによる
サンプルセレクションの問題を考慮した分析
手法を用いた．パートナー間の関係性と職場
環境の分析では，個人の就業環境・働き方の
時点間の変化と家事・家庭参加の関係性に関
する多変量解析を行った．プールした OLS回
帰モデル，固定効果モデルと変量効果モデル
について，F検定，Breusch and Pagan検定お
よびハウスマン検定を行い，モデルを選択し
た．地域要因との関連の分析ではマルチレベ
ルモデルを用いた． 
 
４．研究成果 
（1）パートナー関係に関する分析  
 図 1に 2007～2013年の家事負担率とその変
化を示す．2007 年から 2013 年の 6 年間にお
いて既婚男性の家事参加の顕著な増加は見ら
れず，依然として低いレベルにとどまってい
ることが示された．2013年には，夫の家事負
担率が若干上昇しているものの，16％程度に
とどまっている． 

 
図 1家事頻度・分担比率（出典：Fuwa 2013, 不破
2015a） 

 日本の既婚男性は欧米諸国のみならず，東
アジア諸国と比べても家事参加の度合いが非
常に低いが（Fuwa, 2015a, 2015b），地域差も見
られる．図 2は，都道府県別に見た（JLPS2007
及び 2012 新規追加データ），既婚男性の家事
負担率の平均値である．家事負担率は多くの
都道府県で 2割に満たないが，徳島県では 7% 
と 1 割に満たないのに対し，高知県では男性
の負担率が 23% と 4分の 1近くを占めている
（Fuwa 2014c）．また，女性のフルタイム就業
率の高い福井県をサンプルとした分析からは，
女性の就業率の高さは必ずしも男性の家事参
加を促さないことが示唆されている（不破
2014, 2015c）． 



 
図 2既婚男性の家事負担率 
 (出典：Fuwa 2014c) 

 地域の男女均等・WLB環境との関連に関し
ては，既婚女性を対象としたマルチレベル分
析の結果，女性の相対的収入が夫の家事負担
率を高める効果が，女性の専門管理職率の高
い地域や男女賃金格差が小さい地域で強い一
方，女性の正規雇用の効果は男女賃金格差の
小さい地域で弱いことも示された（Fuwa 
2014c）．また，国際比較分析からは，男性稼
ぎ主型の就業環境が根強い社会では女性の人
的資源が家事分担交渉に十分に活かされない
ことが示されている（Fuwa 2014a）．これらの
知見は地域の男女均等・WLBに関する環境が
世帯内の家事分担の交渉に密接に関連してい
ることを示唆する． 
 会話頻度・共食頻度に関しては，観察され
た 6 年間を通じて，既婚男性の会話・共食頻
度は低下傾向にあることが示された（図示せ
ず）．2007年から 2009年の時点では，会話頻
度は週当たり 6 日を上回ってほぼ毎日会話が
なされているものの，2011年以降は 6日を下
回り，2013年もさらに減少していた．共食頻
度に関しては，2009 年がやや高く 5.2 日とな
っているが，2011年以降は 5日を下回ってい
た（不破 2015b）既婚女性のサンプルにおい
ても同様の減少傾向がみられた（Fuwa 2014b, 
2014d） 
 図 3 は結婚満足度．生活満足度，仕事満足
度（既婚男性）の推移を示したものである. 結
婚満足度に関しては，2007 年には，4.4 であ
ったが，2013 年には 4.1 まで低下している． 

 
図 3既婚男性の結婚・生活・仕事満足度（出典：
不破 2015b） 

すなわち，結婚期間が長くなるほど，結婚満
足度が低下していることが示された．一方で
生活満足度と仕事満足度に関しては逆Ｕ字型

の変化がみられる．生活満足度は 2007年には，
3.8であったが，2009年に 4.0と高くなった後，
2013 年にふたたび 3.8 となっている．仕事満
足度は 2007 年が 3.2 と最も低く，2011 年に
3.4まで高まった後，2013年では 3.3まで低下
している．結婚満足度の推移にはこのような
山は見られないため，生活満足度や仕事満足
度の規定要因とは異なるメカニズムが働いて
いることも考えられる． 
 表 1 は，職場の WLB 環境が既婚男性の家
事分担に及ぼす影響のパネル分析結果である
（固定効果モデルによる結果のみ）．既婚男性
の家事参加に関しては，職場の就業環境は家
事分担に一定の影響を与えるものの，その効
果は限定的であることが示された．表 1 にあ
るように，午後 7時までに帰宅できることは，
男性の家事参加率を高める効果があるが，そ
のほかの職場環境変数は男性の家事に影響を
もたらさないことが示された．  
表１既婚男性の家事負担比率の分析（固定効
果モデル） 

 
（出典：不破 2015a, 2015b) 

また，表には示していないが，職場の WLB
環境は既婚男性の会話頻度や共食頻度と有意
な関連を持たないことも明らかになった（不
破 2015b）． 
 さらに職場の WLB 環境の充実が女性の家
事負担をさらに重いものにしている恐れもあ
る．表 2 は既婚女性をサンプルとした場合の
夫の家事分担比率の分析結果（固定効果モデ
ル）である．結果に見られるように，既婚女
性のサンブルでは，午後 6 時までに帰宅でき
るようになることは，夫の家事負担率にマイ
ナスの効果を持っており，妻が早く帰宅でき
ることにより，家事負担がさらに重くなって
いることが示唆された．ただし，会話頻度と
共食頻度を被説明変数とした分析結果からは，
仕事のやり方の裁量の大きさは配偶者ととも
にとる食事頻度の高さに正の効果を持つこと



が示された（Fuwa2014b）．これらから，職場
の WLB 環境パートナー間の相互行為にプラ
スの効果をもつものの，世帯内の家事交渉を
大きく変えるものではないことが示された．
女性雇用者を対象として WLB 環境を整える
一方，家庭責任のない労働者を基準とした労
働環境そのものの改善が進まない場合は，
WLB 環境の整備が逆に女性の家事負担を増
やしてしまう恐れがあることを示していると
いえる． 
表 2：既婚女性の家事負担率の分析（固定効
果モデル） 

 
（Fuwa 2014bより作成） 
 
（2）結婚意欲と希望結婚・出産年齢に関する
分析 
 以下では，結婚意欲および希望結婚・出産
年齢に関する分析結果を示す．ここでは，JLPS 
Wave1 を用いて，未婚女性を対象に行った．
まず，表 3 は未婚女性をサンプルとした結婚
意欲の分布である． 
表 3 未婚女性の結婚意欲 

 
（不破・柳下 2015a; ,柳下・不破 近刊より作成） 

 結婚したいと考える女性が約 8 割である一
方，「してもしなくても」と答えた女性も 13％
を占める． 
 表 4 は，未婚女性の結婚意欲を被説明変数
とし，部分比例オッズモデルを用いた回帰分
析結果である．まず，女性の人的資源と結婚
意欲との関連については，年収と学歴が結婚
意欲と正の関連を持つことが示された．しか
し，学歴に関しては，「ぜひ・できれば結婚し
たい」とする水準まで結婚意欲を上げる効果
はなく，学歴のプラスの効果は限定的である
ことが示唆された（柳下・不破 近刊）．職場

の WLB 環境との関連では，仕事のやり方の
裁量の大きさは専門職以外の女性の結婚意欲
と正の関連を持つことが明らかになった．し
かし，裁量の大きい職場で働く専門職女性は
結婚意欲が低いことが明らかになり，予想と
は反対の結果も示された（不破・柳下 2015a, 
2016）． 
表 4：就業環境と結婚意欲の分析結果（部分
比例オッズモデル） 

（不破・柳下 2015a, 2016より作成） 
 また，図示していないが，希望結婚年齢や
出産年齢を被説明変数とした分析においても
同様の結果が得られた．すなわち，仕事のや
り方の裁量の大きさは専門職以外の女性の希
望する結婚や出産年齢と負の関連を持つこと
が明らかになった（不破・柳下 2015a, 2015b）．
専門職以外の女性では，職場の WLB 環境の
充実はより早い結婚や出産を希望することと
関連している．しかし，裁量の大きい職場で
働く専門職女性は晩婚・晩産を希望する傾向
がみられることも明らかになった．就業環境
と結婚意欲や希望結婚・出産年齢との関連は，
職業によって異なることが示されたといえる．
また，仕事と生活の調整のしやすさは希望出
産年齢と正の関係にあり，調整のしやすい環
境にいる女性は晩産を希望していることも示
唆され，予想とは異なる結果となった． 
 日本においても WLB 政策は少しずつ整っ
てきているとはいえ，欧米諸国に比べて労働
時間が極めて長い状態は改善されているとは
言い難い．地域・職場の男女均等度や WLB
環境は既婚者の平等な家事分担や家庭参加を
促進するが，未婚者においては，必ずしも結
婚・出産に対する肯定的な態度にはつながっ
ていない．現在の環境では，結婚や出産と両
立することが難しいと考える就業女性が多い
ことが背後にあると考えられる．今後は，
WLB環境のさらなる整備はもとより，女性の
みならず，男性の労働時間の適正化などの労
働市場・就業環境の大幅な改善が重要になっ
てくるといえる． 
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